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Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

　
  本地区の農地は整形されているが、約10aの小区画農地が多く、分散錯圃の状況にある。また、農業水利施設は老朽化が進み、土砂さらいや草刈りなどの維持管理、
水管理等に多大な労力を要しているばかりか、道路も狭小なため、大型機械の搬入等が困難など、生産性が低い農地状況となっている。
　このため、農地整備事業を導入し、農作業の効率化に伴う生産コストの低減など、経営規模拡大のメリットを活かすことのできる生産条件を整えることにより、地域の担
い手となる農業後継者の育成を図るとともに定住促進と地域の活性化を目指す。
　なお、農地整備事業の実施に当たっては、調査、計画、換地作業及び施工のすべての部門にわたって基本となるべき地形図の作成と、地区内農地等の状況を調査し地
域の実情に合わせた営農構想を作成する農用地等集団化事業の実施が必要であり、農地整備事業の円滑な導入を計画目標とする。計画目標は、計画区域における農
地整備事業着手までの年数であるため、増加率を１年とした。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する基盤整備の円滑化 1年

　設定する目標は計画区域における農地整備事業着手までの年数とし、以下により
求めることとする。
　計画区域における農地整備事業着手までの年数（年）＝事業実施（平成２７～２９年
度）後、農地整備事業の着手（平成３０年度）までの年数（年）



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

9,500 4,749 4,750

3,800 1,899 1/2 1,900

　地区内の分散化された農地の集団化を行い、担い手や後継者の確保と育成を図
り、定住化に資するために経営体育成促進換地等調整事業及び地形図作成事業
を実施し、農地整備事業の円滑な導入を図る。

基盤整備（農用地
等集団化）

馬門

経営体育成促進
換地等調整
（地区内農地等状況調
査、合意形成促進、地区
内アンケート調査、地域営
農構想作成、換地設計基
準作成、経営体育成方針
作成）

58ha H27～H28

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

事業内容

地形図作成

経営体育成促進
換地等調整
（地区内農地等状況調
査、合意形成促進、地区
内アンケート調査、地域営
農構想作成、換地設計基
準作成、経営体育成方針
作成）

交付額
算定交付率

1/2

1/2

全体事業費
（千円）

2,700

3,000

交付金要望額
（千円）

1,350

1,500

交付限度額
（千円）

1,350

1,500

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性事業実施主体

佐野市

事業規模等 実施期間地区名
事業メニュー

名

佐野市

佐野市

51ha

43ha

赤城

赤城

基盤整備（地形図
作成）

基盤整備（農用地
等集団化）

H27

H28～H29



Ⅲ　他の施策との連携に関する事項　・・・・・・・・該当なし
（交付対象事業別概要）

事業メニュー名連携する施策名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

生産製造
連携計画

再生可能エ
ネルギー供
給施設整

備

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消

対策

地域再生
計画

総合化事
業計画

定住自立
圏共生ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝ

1

事業別内容 内　訳 ～

H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1 1 1 佐野市 赤城地区 13 地形図作成 9 地形図作成　A=51ha H27 ～ H27 佐野市

～

H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1 1 2 佐野市 馬門地区 14 農用地等集団化 10
経営体育成促進
換地等調整A=58ha

H27 ～ H28 佐野市

H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1 1 3 佐野市 赤城地区 14 農用地等集団化 10
経営体育成促進
換地等調整A=43ha

H28 ～ H29 佐野市

～

～

～

～

～

～

～

～

～

合計（Ｆ） H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1 H30 H27 ～ H29

事業活用活性化計画目標等

H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1 1001 10 1

①事業費計（＝（Ｆ）） H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1

②ハード事業 H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1

創意工夫発揮事業

附帯事業

③ソフト事業

創意工夫発揮事業

④市町村等附帯事務費 H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1

⑤都道府県附帯事務費 H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1

総合計（①＋④＋⑤） H27 1 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） H27 栃木県 90000 栃木県・佐野市 90000 1

 　うちソフト事業（③）

共同で計画作成を行う場合の内訳

事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

事業費（ソフト）

事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

事業費（ソフト）

実施期間
事業実施主

体連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

増減
率等

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

連携施策
は「１」を記

載

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

沖縄
奄美
群島

目標
番号

名称
コード

（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

名称
コード

（地方公共
団体コード
番号（総務

省））

計画
番号

事　業
メニュー
番　号

事業メニュー名
要件
類別
番号

事業内容
及び

事業量

他の施策との連携 全　　体　　計　　画

整理
コード

市町村名 地区名

地域指定状況

計画期間
最終年度

事業活用活性化
計画目標

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

都道府県 計画主体 ハード
・

ソフト
事業
の

区別
ハード
「１」
ソフト
「２」



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

2,700,000 1,350,000  1/2 1,350,000 0 0 地形図作成　A=51ha 2,700,000 1,350,000 405,000 945,000 0 100 1,350,000 該当なし 2,700,000 1,350,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,800,000 1,899,000  1/2 1,900,000 0 0
経営体育成促進
換地等調整A=58ha
（地区内農地等状況調査）

1,635,000 817,000 327,000 491,000 0 43 817,000 該当なし 1,635,000 817,000 2,165,000 1,082,000 2,165,000 1,082,000 0 0 0 0 0 0

3,000,000 1,500,000  1/2 1,500,000 0 0 3,000,000 1,500,000 2,300,000 1,150,000 700,000 350,000 0 0 0 0

9,500,000 4,749,000 4,750,000 0 0 4,335,000 2,167,000 732,000 1,436,000 0 47 2,167,000 0 4,335,000 2,167,000 5,165,000 2,582,000 4,465,000 2,232,000 700,000 350,000 0 0 0 0

9,500,000 4,749,000 4,750,000 0 0 4,335,000 2,167,000 732,000 1,436,000 0 2,167,000 0 4,335,000 2,167,000 5,165,000 2,582,000 4,465,000 2,232,000 700,000 350,000 0 0 0 0

9,500,000 4,749,000 4,750,000 0 0 4,335,000 2,167,000 732,000 1,436,000 0 2,167,000 0 4,335,000 2,167,000 5,165,000 2,582,000 4,465,000 2,232,000 700,000 350,000 0 0 0 0

 

98,000 49,000 49,000 0 0 44,000 22,000 0 22,000 0 22,000 0 44,000 22,000 54,000 27,000 46,000 23,000 8,000 4,000 0 0 0 0

98,000 49,000 49,000 0 0 46,000 23,000 23,000 0 0 23,000 0 46,000 23,000 52,000 26,000 46,000 23,000 6,000 3,000 0 0 0 0

9,696,000 4,847,000 4,848,000 0 0 4,425,000 2,212,000 755,000 1,458,000 0 2,212,000 0 4,425,000 2,212,000 5,271,000 2,635,000 4,557,000 2,278,000 714,000 357,000 0 0 0 0

9,696,000 4,847,000 4,848,000 0 0 4,425,000 2,212,000 755,000 1,458,000 0 2,212,000 0 4,425,000 2,212,000 5,271,000 2,635,000 4,557,000 2,278,000 714,000 357,000 0 0 0 0

そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

全体事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）
事　業　費 交付金額 事　業　費

交付金額

翌年度以降の累計 平成28年度

市町村費

平成31年度

交付金額 事　業　費 交付金額 事　業　費 交付金額 事　業　費 交付金額

事業費
交付金額

(千円未満切捨）

都道府県費
仕入れに係る
消費税相当

額

平成29年度 平成30年度

備　　　考
事　業　費事　業　費

全　　体　　計　　画 前　年　度　ま　で 本　年　度

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量

本年度までの累計 翌年度以降（予定）


